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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第３四半期連結
累計期間

第24期
第３四半期連結
会計期間

第23期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成19年
７月１日
至平成20年
６月30日

売上高（千円） 4,299,9121,282,2286,791,804

経常利益又は経常損失（△）（千円） 57,143 △14,178 300,807

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）（千円）
24,332 △5,648 150,015

純資産額（千円） － 1,603,1411,105,231

総資産額（千円） － 3,347,3633,831,644

１株当たり純資産額（円） － 1,885.761,684.80

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（円）
30.33 △6.66 228.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
29.76 － －

自己資本比率（％） － 47.8 28.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,854 － △17,776

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△84,548 － △25,539

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△123,554 － 128,974

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 453,087 656,684

従業員数（人） － 150 137

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、第23期連結会

計年度末現在において当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ

ん。

　　　　４．第24期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 150 (16)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（アル

バイト社員、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数

で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 100 (16)

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（アルバイト社員、人

材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの主たる業務は、ＰＲ及びＳＰ活動の支援やマネジメント業務等の役務を提供する業務であるため、

生産に該当する事項はありません。

 

(2）受注状況

　当社グループの主たる業務は、ＰＲ及びＳＰ活動の支援やマネジメント業務等の役務を提供する業務であり、受注

販売を行っておりませんので、該当する事項はありません。

 

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

ＰＲ事業（千円） 214,474

マネジメント事業（千円） 268,456

コンテンツ開発事業（千円） 295,022

ＳＰ事業（千円） 504,275

合計（千円） 1,282,228

　（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。

２．当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

㈱東急エージェンシー 206,365 16.1

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発する世界的な金融

市場の混乱や、為替相場の著しい変動が企業業績の悪化を招き、個人消費の低迷も厳しさをみせるなか、景気の後

退が一層鮮明になっております。

　このような経済環境の中で、当社グループは、ＰＲ事業・マネジメント事業・コンテンツ開発事業・ＳＰ事業の

各事業が持つリソースを最大限に活用し、各事業における連携を図りながら、受注の拡大とビジネスチャンスの

創出に取組んでまいりました。その結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高1,282百万円、営業損失15百

万円、経常損失14百万円となりました。また、四半期純損失は５百万円となりました。

　 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

　ＰＲ事業においては、既存レギュラー契約（１年以上の長期契約）の継続に加え、景気悪化の影響や人員不足に

より遅れていた新規レギュラー契約の獲得もあり、当第３四半期連結会計期間の売上高は214百万円となりまし

た。

　マネジメント事業においては、スポーツ分野では、契約アスリートの広告契約の獲得等により、売上は順調に推

移しました。また、スペシャリスト分野においても各案件が順調に推移した結果、当第３四半期連結会計期間の売

上高は、268百万円となりました。

　コンテンツ開発事業においては、都庁で行われたTokyo Snow Styleプロジェクトの企画・運営の受注等もあり、

また、レストラン「ｂills」も順調に推移した結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は295百万円となりまし

た。　

　ＳＰ事業においては、経済状況の急速な悪化の影響もあるなか、前回の受注時に好評を博した案件の続編を増額

受注するなどもあり、当第３四半期連結会計期間の売上高は504百万円となりました。 

　　 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、453百万円となり

ました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において営業活動により支出した資金は54百万円となりました。主な要因としまし

ては、ＳＰ事業の売上にかかる受取手形残高の減少額を含む売上債権の減少額65百万円、前受金の増加額130百万

円、未成業務拠出金等で構成されるたな卸資産の増加額149百万円、法人税等の支払額83百万円によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、投資活動により得られた資金は４百万円となりました。これは、第２四半

期連結会計期間において撤退した自転車ポータルサイト「Cycle Style.net」に関する無形固定資産売却による

収入９百万円が主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、財務活動により支出した資金は51百万円となりました。これは、ＳＰ事業

における短期借入金の純減額35百万円、長期借入金の返済としての支出15百万円によるものであります。

　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中だった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,624,000

計 2,624,000

　

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 847,600 847,600

大阪証券取引所

ニッポン・ニュー・

マーケット―（ヘラク

レス） 

単元株式数は100株

であります。 

計 847,600 847,600 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成17年６月28日臨時株主総会決議により平成17年７月29日発行（第１回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　20

新株予約権のうち自己新株予約権（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　　　普通株式

　　　　　　　　単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　　　　　　　　 8,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　　　　　　 1,000

新株予約権の行使期間
自　平成17年10月１日

至　平成27年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　　　　　　　　 発行価格　　　1,000

                 資本組入額　　　500

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

質入または担保に供するなどの処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ÷ 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。

②相続人による新株予約権の相続は認めない。

③その他の条件は、取締役会決議に基づき、当社との間で締結する「第１回新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。

４．平成19年２月21日付で１株を20株の割合をもって株式の分割を、また、平成20年３月21日付で１株を20株の

割合をもって株式分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる数、払込金額、発行価額及び

資本組入額は調整後の数を記載しております。
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②平成17年６月28日臨時株主総会決議により平成17年７月29日発行（第２回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個）                                   70

新株予約権のうち自己新株予約権（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　　　普通株式

　　　　　　　　単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　　　　　　　　28,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　　　　　　 1,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月29日

至　平成27年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

                 発行価格　　　1,000

                 資本組入額　　　500

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

質入または担保に供するなどの処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ÷ 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

①当社株式が証券取引所に上場された後に限り、新株予約権を行使することができる。

②権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。

③相続人による新株予約権の相続は認めない。

④譲渡及び質入等の処分は認めない。

⑤その他の条件は、取締役会決議に基づき、当社との間で締結する「第２回新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。

４．平成19年２月21日付で１株を20株の割合をもって株式の分割を、また、平成20年３月21日付で１株を20株の

割合をもって株式分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる数、払込金額、発行価額及び

資本組入額は調整後の数を記載しております。
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　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

③平成18年５月25日臨時株主総会決議により平成18年７月３日発行（第３回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　12

新株予約権のうち自己新株予約権（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　　　普通株式

　　　　　　　　単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　　　　　　　　 4,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　　　　　　 1,250

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月４日

至　平成28年５月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

                発行価格　　　1,250 

                資本組入額　　　625

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

質入または担保に供するなどの処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ÷ 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

①当社株式が証券取引所に上場された後に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、当社取締役会

において新株予約権の行使を相当と認めるときはこの限りではない。

②権利行使時において当社と締結した取引契約（マネジメント契約またはエージェント契約等を含む）が

有効に成立していることを要する。ただし、当社取締役会において新株予約権の行使を相当と認めるとき

はこの限りではない。

③相続人による新株予約権の相続は認めない。

④譲渡及び質入等の処分は認めない。

⑤その他の条件は、取締役会決議に基づき、当社との間で締結する「第３回新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。

４．平成19年２月21日付で１株を20株の割合をもって株式の分割を、また、平成20年３月21日付で１株を20株の

割合をもって株式分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる数、払込金額、発行価額及び

資本組入額は調整後の数を記載しております。
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④平成18年５月25日臨時株主総会決議により平成18年７月３日発行（第４回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　 　　　　　　　136

新株予約権のうち自己新株予約権（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　　　普通株式

　　　　　　　　単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株）                               54,400

新株予約権の行使時の払込金額（円）                                1,250

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月４日

至　平成28年５月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

                発行価格　　　1,250 

                資本組入額　　　625

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

質入または担保に供するなどの処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ÷ 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

①当社株式が証券取引所に上場された後に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、当社取締役会

において新株予約権の行使を相当と認めるときはこの限りではない。

②権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。

③譲渡及び質入等の処分は認めない。

④その他の条件は、取締役会決議に基づき、当社との間で締結する「第４回新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。

４．平成19年２月21日付で１株を20株の割合をもって株式の分割を、また、平成20年３月21日付で１株を20株の

割合をもって株式分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる数、払込金額、発行価額及び

資本組入額は調整後の数を記載しております。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日 
－ 847,600 － 430,720 － 491,320

　

　　　　　　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

 

 

（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等） ─ ─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　847,000     8,470単元株式数100株

単元未満株式 普通株式　　　　　600　 ─ ─

発行済株式総数 普通株式　　　847,600 ─ ─

総株主の議決権 ─ 8,470 ─

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％）

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ ─ ─ ─
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） － － 4,160 2,080 1,621 1,510 1,600 1,260 1,190

最低（円） － － 1,860 1,030 1,020 1,092 1,142 1,118 1,060

（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット─「ヘラクレス」におけるものでありま

す。

　　　２．当社株式は、平成20年９月５日から大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット─「ヘラクレス」に上場して

おります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 

役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役副社長 － 代表取締役副社長 企画開発本部長 渡邊　徳人 平成20年12月１日 

取締役 － 取締役 マネジメント本部長 
Mina Fujita

（冨士田　美奈） 
平成20年12月１日 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 453,087 656,684

受取手形及び売掛金 1,205,070 1,898,920

商品 23,750 33,571

原材料 1,490 －

未成業務支出金 263,478 53,233

その他 393,046 235,238

貸倒引当金 △2,887 △10,381

流動資産合計 2,337,036 2,867,267

固定資産

有形固定資産

土地 520,818 520,818

その他（純額） ※1
 282,973

※1
 232,163

有形固定資産合計 803,792 752,981

無形固定資産

のれん 94 123

その他 17,303 40,473

無形固定資産合計 17,397 40,597

投資その他の資産

その他 194,411 175,583

貸倒引当金 △5,275 △4,785

投資その他の資産合計 189,136 170,797

固定資産合計 1,010,326 964,377

資産合計 3,347,363 3,831,644

負債の部

流動負債

買掛金 598,880 718,065

短期借入金 506,504 838,255

1年内返済予定の長期借入金 47,884 54,048

未払法人税等 － 122,187

賞与引当金 4,728 －

役員賞与引当金 － 23,000

その他 324,682 452,821

流動負債合計 1,482,679 2,208,379

固定負債

長期借入金 187,983 447,660

役員退職慰労引当金 57,948 49,561

負ののれん 15,609 20,813

固定負債合計 261,541 518,034

負債合計 1,744,221 2,726,413
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 430,720 185,000

資本剰余金 491,320 245,600

利益剰余金 677,302 675,274

株主資本合計 1,599,342 1,105,874

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △967 △643

評価・換算差額等合計 △967 △643

少数株主持分 4,766 －

純資産合計 1,603,141 1,105,231

負債純資産合計 3,347,363 3,831,644
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 4,299,912

売上原価 3,427,157

売上総利益 872,755

販売費及び一般管理費 ※
 791,803

営業利益 80,951

営業外収益

受取利息 649

受取配当金 43

負ののれん償却額 5,203

為替差益 2,591

その他 1,804

営業外収益合計 10,292

営業外費用

支払利息 10,260

株式公開費用 17,895

その他 5,944

営業外費用合計 34,100

経常利益 57,143

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,175

特別利益合計 7,175

特別損失

固定資産除却損 346

固定資産売却損 16,080

投資有価証券評価損 167

特別損失合計 16,595

税金等調整前四半期純利益 47,724

法人税等 23,525

少数株主損失（△） △133

四半期純利益 24,332
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,282,228

売上原価 1,046,839

売上総利益 235,389

販売費及び一般管理費 ※
 251,013

営業損失（△） △15,624

営業外収益

受取利息 330

負ののれん償却額 1,734

為替差益 2,346

その他 417

営業外収益合計 4,828

営業外費用

支払利息 2,207

売上債権売却損 1,079

その他 94

営業外費用合計 3,381

経常損失（△） △14,178

特別損失

固定資産除却損 346

特別損失合計 346

税金等調整前四半期純損失（△） △14,524

法人税等 △8,491

少数株主損失（△） △384

四半期純損失（△） △5,648
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 47,724

減価償却費 25,337

負ののれん償却額 △5,203

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,004

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,728

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,387

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,000

受取利息及び受取配当金 △649

支払利息 10,260

為替差損益（△は益） △2,651

固定資産除却損 346

固定資産売却損益（△は益） 16,080

売上債権の増減額（△は増加） 693,138

たな卸資産の増減額（△は増加） △202,193

前渡金の増減額（△は増加） △106,399

その他の資産の増減額（△は増加） 8,617

仕入債務の増減額（△は減少） △119,185

未払金の増減額（△は減少） 4,368

未払消費税等の増減額（△は減少） △30,516

前受金の増減額（△は減少） △24,296

その他の負債の増減額（△は減少） △80,506

小計 217,385

利息及び配当金の受取額 684

利息の支払額 △9,501

法人税等の支払額 △206,713

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,854

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △65,540

無形固定資産の取得による支出 △8,901

無形固定資産の売却による収入 9,000

その他 △19,105

投資活動によるキャッシュ・フロー △84,548

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △331,751

長期借入れによる収入 28,000

長期借入金の返済による支出 △293,839

株式の発行による収入 491,440

少数株主からの払込みによる収入 4,900

配当金の支払額 △22,304

財務活動によるキャッシュ・フロー △123,554

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,651

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △203,596

現金及び現金同等物の期首残高 656,684

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 453,087
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(１) 連結の範囲の変更

第２四半期連結会計期間より、株式会社フライパンを新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。

 

(２) 変更後の連結子会社の数

３社  

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　たな卸資産 

　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下による簿

価切下げの方法)により算定しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ4,570千円減少しております。

 　 　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。　　

 

 

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

EDINET提出書類

株式会社サニーサイドアップ(E21381)

四半期報告書

21/29



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

111,247千円

 

 

 

92,829千円

 

 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

 

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 134,399千円

給与手当 255,159

賞与引当金繰入額 3,024

役員退職慰労引当金繰入額 8,387

退職給付費用 4,333

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 45,049千円

給与手当 78,298

賞与引当金繰入額 3,024

貸倒引当金繰入額 1,505

役員退職慰労引当金繰入額 2,795

退職給付費用 1,362

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 453,087

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 453,087
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（株主資本等関係）

  

当第３四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平

成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　847,600株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。 

　

３．配当に関する事項

（1） 配当金支払額

（決議） 株式の種類

配当金の

総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月26日

定時株主総会
普通株式 22,304 34 平成20年６月30日平成20年９月29日利益剰余金

 

（2） 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

　  　該当事項はありません。

　

４．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成20年９月５日に株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット─（ヘラクレス）に上

場し、上場にあたり、平成20年９月４日に公募増資による払込をうけました。この結果、当第３四半期連結累計

期間において資本金が244,720千円、資本準備金が244,720千円増加し、これに、新株予約権の行使による増加を

合わせ、当第３四半期連結会計期間末において資本金が430,720千円、資本準備金が491,320千円となっており

ます。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

 
ＰＲ事業
（千円）

マネジメン
ト事業
（千円）

コンテンツ
開発事業
（千円）

ＳＰ事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
214,474268,456295,022504,2751,282,228 － 1,282,228

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 1,920 － 5,580 7,500△7,500 －

計 214,474270,377295,022509,8551,289,729△7,5001,282,228

営業利益又は損失（△） 42,73829,34823,427△2,767 92,746△108,371△15,624

 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成21年３月31日）

 
ＰＲ事業
（千円）

マネジメン
ト事業
（千円）

コンテンツ
開発事業
（千円）

ＳＰ事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
715,572957,171948,7011,678,4674,299,912 － 4,299,912

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
629 4,234 － 10,04814,912△14,912 －

計 716,201961,406948,7011,688,5164,314,824△14,9124,299,912

営業利益 161,59892,503134,21916,570404,891△323,94080,951

　（注）１．事業区分は、サービス等の種類を考慮して分類しております。

２．各事業の主要な事業内容は以下のとおりであります。

事業区分 主要な事業内容

ＰＲ（パブリック・リレーション）事

業
企業・団体・商品のＰＲにおける戦略および施策の企画立案・実施

マネジメント事業 アスリート・スペシャリストのマネジメントおよびエージェント業務

コンテンツ開発事業
インターネットおよび携帯電話サイトのコンテンツ、ライブイベント等の企画

制作

ＳＰ（セールス・プロモーション）事

業
商品・サービスのＳＰにおける戦略および施策の企画立案・実施

３．会計処理の方法の変更

 　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益

は、コンテンツ開発事業で3,577千円、ＳＰ事業で993千円それぞれ減少しております。

４．　当社は、株式会社トランジットジェネラルオフィスとの合弁で、株式会社フライパンを設立し、平成20年11

月より当社契約スペシャリストであるBill Grangerがライセンス提供しているレストラン「bills」を直営

化することとしました。当事業はコンテンツ開発事業に分類しております。 
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【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日　　至　平成21年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。　 

 

 

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日　　至　平成21年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係）

　記載すべき重要な変動はありません。 

 

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 1,885.76円 １株当たり純資産額 1,684.80円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 30.33円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
29.76円

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 24,332 △5,648

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
24,332 △5,648

期中平均株式数（株） 801,996 847,600

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 15,430 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　前連結会計年度まで、希薄化効

果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額

の算定に含まれなかった潜在株

式として記載していた、平成17

年６月28日開催の臨時株主総会

決議及び平成17年７月22日開催

の取締役会決議によるストック

・オプション、及び平成18年５

月25日開催の臨時株主総会決議

及び平成1８年７月３日開催の

取締役会決議によるストック・

オプションは、当社株式が平成

20年９月５日に株式会社大阪証

券取引所ニッポン・ニュー・

マーケット─（ヘラクレス）に

上場し、期中平均株価を把握で

きることとなったので、第１四

半期連結会計期間より希薄化効

果を有することとなりました。

　なお、概要につきましては、

「第４提出会社の状況、１株式

等の状況、(２)新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。 

　前連結会計年度まで、希薄化効

果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額

の算定に含まれなかった潜在株

式として記載していた、平成17

年６月28日開催の臨時株主総会

決議及び平成17年７月22日開催

の取締役会決議によるストック

・オプション、及び平成18年５

月25日開催の臨時株主総会決議

及び平成1８年７月３日開催の

取締役会決議によるストック・

オプションは、当社株式が平成

20年９月５日に株式会社大阪証

券取引所ニッポン・ニュー・

マーケット─（ヘラクレス）に

上場し、期中平均株価を把握で

きることとなったので、第１四

半期連結会計期間より希薄化効

果を有することとなりました。

　なお、概要につきましては、

「第４提出会社の状況、１株式

等の状況、(２)新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　該当事項はありません。 
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２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年５月13日

株式会社サニーサイドアップ

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋　廣司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定留　尚之　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サニーサイ

ドアップの平成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サニーサイドアップ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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